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人口激減に直面する日本の未来
―― 移民受け入れは是か非か？ ――

日時：2017 年 11 月 23 日（木・祝）16：25 ～ 17：55
場所：町田キャンパス 30 号館 3 階 30301 教室

講師：毛受 敏浩（（公財）日本国際交流センター 執行理事）
コーディネーター：河先 俊子（21 世紀アジア学部）

　今日は、日本は外国人の受け入れを進めるべきだという立場でお話をします。日本は 2017 年か
ら 2037 年の 20 年間に、1,300 万人の人口が減るという想定です。人口が減るということは、今あ
るサービスが消えていくということを、まず理解していただきたいと思います。1992 年から 2009
年の間に、公立の学校が 5,796 校なくなりました。つまり毎年 400 ～ 500 校の学校がなくなってい
ます。バスの路線は毎年 2,000 キロずつ、5 年で 1 万キロなくなっています。20 年ぐらい前から、
働いたり学校に通ったりする人の人口が減り続けているので、交通網もなくなっているのです。
　15 歳未満の人口が、2005 年には 1,800 万人いたのが、2035 年には 3 分の 1 減少します。15 歳か
ら 64 歳の生産年齢人口は 2,000 万人以上減り、65 歳以上は 1,100 万人増。75 歳以上は 1,000 万人増
えることになります。2015 年に 80 歳以上の人口が 1,000 万人を超えました。多摩市のある特別養
護老人ホームの待機者数は 371 人で、年間 20 人しか空きがないという実態です。高齢化が進む入
り口の段階で、すでにこういう状態で、これがさらに進行するというのが現実の日本の社会なので
す。
　広島県に安芸高田市という人口 3 万人の市がありますが、2035 年になると、80 歳以上の人が人
口の中で一番多くなり、安芸高田市は社会として維持できなくなります。そこの市長は、外国人に
定住してもらって、地域で活躍してもらいたいと言っています。日本の中規模以下の市はみんなこ
うなります。地方よりも東京のほうが人口密度が高く、単位面積当たりの高齢者の数が多いので、
高齢者問題は深刻なテーマになると思っています。
　日本はベビーブーム世代といわれる、1947年から1949年生まれ人たちの数が非常に多いのです。
このとき日本政府は人工中絶を認める優生保護法を作ったので、子どもの数が激減しました。その
ためベビーブームは 3 年間という短期間で終わります。その人たちの子どもが、1971 年から 74 年
生まれの団塊ジュニア世代ですが、この世代が子どもを作らなかったのです。政府は今一生懸命出
生率を上げようとしていますが、女性の数は減り続けるのでここから先、人口は減っていきます。
　人口を維持するためには、出生率は 2.07 パーセントないと駄目なのです。要は皆さんが全員結
婚して、子どもが 2 人以上いないと人口は維持できません。では、それが今の社会で可能でしょう
か。先進国はどこでもそうですが、豊かになると、家族に縛られない人生を選択する人もたくさん
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出てきます。これは人の価値観の話なので、保育所をたくさん作れば出生率が上がると考えるのは
難しいと思います。それに、20 年後は子どもを産む世代の人口が減っているので、出生率が仮に
上がっても、子どもの数は増えないという不都合な事実があります。
　人口が減る中で政府としては、子どもはどんどん産んでほしい、人手不足なので女性も活躍して
ほしい、自宅で高齢者の面倒を見てほしいと言うのですが、その 3 つを全て満たせるようなことは
あり得ないと思います。ところが台湾や香港やシンガポールでは、外国人の家政婦さんをたくさん
入れているので、女性が社会に出て働ける仕組みになっています。
　日本では移民という言葉にネガティブなイメージがあります。移民が増えると一番典型的な心配
は、犯罪が増えるということだと思います。移民に自分の未来の職が奪われるのではないかと心配
する方もいます。特に大量に中国から移民が入って来ると、日本の政治や外交に悪い影響をもたら
すのではないかと心配する人もいます。また日本は単一民族的な国なので、外国人が入って来ると
社会が乱れると言う方もいます。少ない人口でも豊かな国を目指せばいい、経済発展しなくても精
神的な豊かさを追求すればいいのだと言う方もいます。
　それぞれに私は反論があります。もし移民を受け入れたとしても、皆さんにとって職を奪われる
ことはありません。すでに大卒が働く分野は、日本は外国人の受け入れをしています。日本はホワ
イトカラーの受け入れは制限がないので、非常に開いています。ブルーカラーのほうは人が集まら
なくて、企業がつぶれていくのを心配しています。その分野を外国人に入って来てもらわないと、
逆に日本の高齢者を誰が面倒見るのかという話になります。コンビニなどでは外国人がすでに働い
ていますが、それは農林水産業全てそうなのです。若い人は減っていく一方で、そういう分野もしっ
かり維持していかないと、われわれが困ることになります。
　今日本に住んでいる外国人で一番多いのは中国人です。中国人が増えすぎるのを心配するなら、
もし移民政策を取るなら、東南アジアの親日国から来てくださいという制度を日本が作ればいいの
です。
　外国人がたくさん入って来ると、日本の伝統文化が壊れてしまうのではないかと心配をする方も
いますが、では放っておいたら維持できるのかということです。秋田県のなまはげという行事があ
りますが、あの衣装が重く、しかも真冬に雪の中を歩くため、高齢者にとっては大変なので、なま
はげは 40 パーセントなくなったのです。ところが今は、秋田県の国際教養大学の留学生がなまは
げをやることによって、一部のなまはげの地域が復活したという話もあります。日本人だけにこだ
わっているとどんどん先細りになりますが、外国人に地域の伝統文化も担ってもらうこともしてい
かないと、将来はないのではないかと思います。
　実は今は外国人の犯罪は、ピーク時と比べて 3 分の 1 ぐらい減っています。この間に日本に住む
外国人も、外国人観光客も増えているわけですが、犯罪件数は減っています。そういう意味では、
外国人の犯罪のコントロールはできているということです。
　国連の定義では、移民というのは母国以外の国に 12 カ月を超えて居住する人ということになっ
ています。移民とは受入国の利益になる人を受け入れることですが、難民というのは、「迫害等によっ
て母国を逃れ、人道上支援が必要とされる人で、難民条約に諮詢した国は難民を保護する義務を負
う」ということです。移民とは、その国にとって必要な人材を、国が選んで受け入れるということ
です。日本としてこれだけ人が減っているのであれば、そういう制度を作って、日本にとって必要
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な人を受け入れてはどうかというのが、私が言いたい点です。
　日本に住んでいる外国人で、日本がふるさとだと思っている方もたくさんいます。長年日本に住
んでいると、ある意味、日本化していくという実態があります。日本に貢献したい、日本人に認め
てもらいたいと言う人も多いです。また自分自身の文化、母国を日本人に分かってほしいという気
持ちを持っています。彼らとウィン・ウィンの関係を作っていくことが非常に重要だと思います。
　横浜市のいちょう団地というところは、若い人がどんどんいなくなり、高齢者が中心になってい
ます。そこに外国人が住むようになって、今は 3 割ぐらいが外国人です。そこに多文化まちづくり
工房という NPO を学生が中心で始めて、外国人の子どもに日本語を教えてきました。そこで日本
語を教えてもらった青年たちが、今度は地域のために役立ちたいと、チームを作って団地の防災活
動を始めました。高齢化した地域の見守りを若い外国人がするという例で、国際交流基金の地球市
民賞を受賞しました。これはある意味、近未来的な話だと思います。外国人と日本人が地域の中で
共に暮らしていくという多文化共生について、10 年以上前に政府の報告書が出ています。この報
告書に基づいて、4 割の自治体で多文化共生推進プランができています。本格的に外国人が入って
来ても、ある程度受け入れが基盤できているのです。
　多文化共生について今後考えるべきことは、定住を前提とした生活者としての外国人の受け入れ
です。必要なのは、ブルーカラーの人をどうやって受け入れるかということです。政府の包括的な
政策がないので、今のところ移民政策が進むということではないですが、もしそういうものが進め
ば、ただ単に労働者として賃金を払えばいいというだけではなくて、彼らが生活する上でのいろい
ろなことも考えないといけません。
　2016 年には、日本に住む外国人が年間 15 万人増えています。昨年 6 月時点では、全ての都道府
県で定住外国人が増加しています。なぜかというと、一つは技能実習制度です。途上国から工場や
農業の現場で働く人たちを受け入れて、急に増えたのです。ところがそれで来て、失踪する人が非
常に増えているという話です。国際協力という建前の制度ですが、実際は人手不足のための分野で、
安い労働力として外国人を雇い入れて、日本の企業は助かっているという制度です。希望残留者も
増えています。人手不足が続く限り、外国人は増えていきます。それも制度がないと、いびつなか
たちでどんどん入って来ます。
　最近増えているのは、勉強する目的ではなくて、最初から働くことを目的に入って来る出稼ぎ留
学生です。日本語学校に一応籍を置いて、留学生のビザで入って来て、学校にはあまり行かずに仕
事だけしているのです。週 28 時間以上の労働はもちろん違法ですが、いろいろな仕事を掛け持ち
してたくさん働いています。おかしな話なのですが、九州の経済団体が、人手不足なので留学生も
働いてほしいので、週 36 時間まで働けるようにしたらどうかと提言をしているのです。移民政策
を取らなければ、留学生に働いてもらうしかないが、実際はもっと働いてほしいという、大きな矛
盾が生まれているのです。それであれば、正規に受け入れをしたほうがいいというのが私の考えで
す。
　外国人は日本に社会保障を目当てに来るのではないかという声もあります。日本人と同じように
働いている外国人は、給料から保険や年金が天引きされて、その結果、給付を受けられるというの
は日本人と同じです。問題は生活保護だと思います。永住者や定住者、日本人の配偶者という、在
留資格を持つ人については、実質的には生活保護が受けられます。外国人は生活保護法の対象外と
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いう最高裁の判例がありますが、本来法的な保障はないけれども、ある意味サービスとして政府は
やっているという性格のものです。それも特定の人たちしか受けることができません。
　選挙権は憲法で国民固有の権利であるとなっていますので、外国人は永住者にも選挙権はありま
せん。しかし自治体の選挙は国の選挙とは違い、選挙権を与えることは違法ではないという判決が
出ていますので、国が法律で永住者に地方参政権を与えるという法律を作れば、それは可能だとい
うことになります。
　私は昔『多文化パワー社会』という本を書きました。外国人は単に労働力として役に立つという
だけではなくて、日本人とウィン・ウィンの関係になって、日本の社会全体の活力につながるので
はないかということです。若い人が減る中で、日本人と違う能力や、経験や考え方や価値観を持っ
ている人が入って来て、そこで社会をかき混ぜてもらうことが必要だということです。
　国際交流について、「土人間、風人間」という話があります。土人間というのは、その地域に定
着している人たちです。その人たちだけがいる社会は非常に安定していますが、だんだん活力がな
くなるのです。風人間というのは、外から入って来る人です。その人が入って来ると、いろいろな
摩擦や葛藤や対立が起こったりします。その中から未知のエネルギーとか、新しい共存の知恵が生
まれるのです。そういう土と風が混ざり合う中で、社会全体に活力が出てきます。風土といいます
が、これは土と風の両方が必要だという考えがあるのです。外国人が入って来ることによって人材
不足の対応もできるし、経済衰退の回避にもつながります。
　今社会の中で閉塞感、悲壮感という悲観論が強まっています。人口がどんどん減って、これから
不安に思っている人たちが多い中で、国を開いていくということが重要ではないかと思います。そ
れから外国人の持っているハングリー精神、上昇志向も日本人を勇気づけると思います。新しい人
たちが入って来れば、新しい産業も起こると思います。
　日頃外国人とつきあいの経験のある人は、大体外国人をポジティブに見ています。ネガティブに
見ている人は実際に経験がないので、イメージで、外国人が入って来たら嫌だと思っている人が多
いのです。外国人と接する機会が増えれば、全体的に外国人に対するネガティブな見方はなくなる
のではないかと思います。
　最後に若者への期待ということで、人口減少に対する正しい危機感、知識を持っていただきたい
のです。世界の若者が定住したがる日本となるための魅力を考え、発信しようということです。特
に東南アジアの国の人たちからすると、日本はとても魅力的な国なのです。われわれが知らない日
本の魅力を発掘して、どんどんアピールしていくべきです。日本に住む外国人と積極的に交流もし
ていただきたいし、移民政策についても皆さんの間でも議論を始めてほしいと思います。

＜質疑応答＞	
質問者Ａ：豊かな日本が、途上国からブルーカラーの人材を引き寄せてしまったら、送り出し側の

国の現状をどう考えるのでしょうか。日本独自の移民政策は必要ですが、国連などでも移民政策
を考えるべきだと思います。送り出し側と受け入れ側との議論が必要なのではないでしょうか。

毛受敏浩：国連では、途上国について議論が動く状況ではないのが現実です。最終的には、日本と
しても人材を送り出す国について何らかのことは考えるべきだと思いますが、今は労働者として
いかに良質な外国人を受け入れるかということが中心になっています。おっしゃっていることは
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将来考えるべきテーマだと思います。私の考えとして、姉妹都市交流というのがあります。日本
とアジアの自治体同士が、協力し、単に安い労働力だから受け入れるというのではなく、相手の
顔が見える関係で現地の人が入って来たり、日本の若い人たちも向こうに行って、途上国のこと
を勉強するという、対等なかたちでの受け入れが進むのが理想だと思います。

質問者Ｂ：日本は昔から渡来人がやって来て、技術を伝授したりしたので、今でも受け入れはでき
るのではないかと思います。外国の方が来やすいような環境づくりは、どのようにしていけばい
いのかを教えてください。

毛受：歴史的に見れば、京都、奈良の文化というのは実は渡来人が作ったものでもあって、われわ
れは単一的民族だというのは、本当は間違った考え方なのです。異文化に対して日本人はおおら
かに受け入れてきたものがあります。
ヨーロッパの場合、移民問題が問題視されているのは、キリスト教対イスラム教というややこし
い問題があるのです。宗教と社会が密接に結びついている国に、異質の宗教の人がたくさん入っ
て来ると、どうするかというのは大きな問題になるのです。例えばドイツの場合は小学校から宗
教の時間というのがあり、基本的にキリスト教の話をしています。そのときにイスラムの子ども
はどうするのかという話になるのです。日本ではあまり宗教的なこだわりがありませんが、どん
な外国人が来ても偏見がないかというと、そんなこともありません。
一方で日本の会社で留学生を採用するときに、日本人と同じようにコミュニケーションができる
人をなるべく採用したいのです。日本語が弱い人はなるべく採用したくない傾向があります。日
本語以外の面で、いろいろな能力のある外国人はいくらでもいるのに、そこだけ見てしまうと、
本当は隠れている才能を全て切り捨てているという、非常にもったいない話なのです。しかし、
それも今は過渡期だと思います。今後彼らの割合が増えてくれば、日本側の社会、会社も彼らと
共存するために、日本側自身がどう変わるかということが議論になると思います。逆にそうしな
いと国際競争力の中で、古い考えにしがみついているところは淘汰されて、企業がなくなる可能
性もあります。

質問者Ｃ：私は20年前にネパールから日本に来ました。その頃は「外人だ」と言われて、寂しいと思っ
ていましたが、今の若い人たちは、外国人にすごく親切にしてくれます。しかし外国人にとって、
日本での仕事がとても限られています。それから、外国から来ている子どもたちの教育の面をど
うしたらいいかと思います。子どもたちに素晴らしい日本の教育を受けさせたいと親は思うので
すが、学校に行ったら日本語が全く読めないので、かわいそうだと思います。この 2 つの問題を
考えてもらいたいと思います。

毛受：文科省は最近、外国人の子どもの日本語教育のために、追加的な教育を配置したり、その子
どもだけを別の教室で教えることも始まっています。また議員立法で、外国人の子どもたちの日
本語教育を補うための法律を作る動きもあります。
職場の話ですが、外国人の日本語能力以外の、素晴らしい点を評価するような企業が、これから
業績が上がっていくと思います。今までは日本人と同じように合わせろと言っていた会社が変わ
りつつあり、外国人をあっせんする会社も出始めています。日本が移民政策を取るとすれば、突
破口が開かれ、いろいろな面が急速に整備されるはずだと思います。それほど遠くない未来に政
治的決断がされて、制度が徐々に整うと私は楽観的に見ています。
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'Envisioning Immigration Policy for Japan
in the Age of Massive Depopulation'

Date：23rd, November, 2017, Thu 16：25 ～ 17：55
Venue：Machida Campus, 30th Building, 3F 30301 Classroom

Lecturer : Toshihiro Menju
(Managing Director, Japan Center for International Exchange)

Coordinator：Toshiko Kawasaki (School of Asia 21)

Today I would like to speak from the standpoint of how Japan should proceed with 
the acceptance of foreign immigrants. It is expected that the population in Japan will decrease 
by 13 million people during the 20 years from 2017 and 2037. You should first understand 
that this decrease in population will lead to the elimination of services that exist now. 5,796 
public schools were closed from 1992 to 2009. That comes to around 400-500 schools closed 
annually. Around 2,000 kilometers of bus routes are eliminated every year, adding up to 10,000 
kilometers every 5 years. The number of people using transportation for commuting has been 
decreasing for the past 20 years or so, and the transportation network is disappearing.

The population aged under 15 years old was 18 million in 2005, but it will decrease 
by one-third by 2035. The working-age population, from 15 to 64 years old, will decrease by 20 
million while the number of people over 65 years old will increase by 11 million. The number of 
people over 75 years old will also increase by 10 million. In 2015, the population over 80 years 
old passed 10 million. For example, there are 371 people on the waiting list for the special 
nursing homes in Tama City, but they have only 20 openings annually. Japanese society is only 
at the initial stage of an aging society. The situation will further worsen in years to come.

There is a city in Hiroshima Prefecture called Akitakata, with 30,000 people. In 
2035, the largest age group will be those 80 years old and older, making it impossible to sustain 
Akitakata as a society. The mayor of this city wants foreigners to settle in the city and be active 
in the community. All mid-sized and small cities in Japan will suffer the same problem. The 
population density is higher in Tokyo than in rural areas, and the number of elderly people per 
land area is so high, that the aging issue will become a serious topic for Tokyo also within the 
next few years.

Those who were born from 1947 to 1949 are called the “baby boom generation” in 
Japan, as there was an extremely high birth rate in that period. At that time, the Japanese 
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government created the Eugenic Protection Law, which allowed induced abortion, and the 
number of children decreased dramatically. Therefore, the baby boom ended in a short period of 
3 years. The children of the baby boomers, called the “second generation baby boomers,” born 
from 1971 to 1974, have much fewer children. The government is trying hard to increase the 
birth rate, but the number of women keeps decreasing, and thus the population will continue to 
decrease.

In order to maintain the population, the birth rate must be at 2.07%. This means 
that everyone must get married and have at least 2 children to maintain the population. Is 
this possible in today’s society? In any developed country where all people can gain wealth by 
themselves, many can choose to live without starting a family. This is a matter of one’s own 
personal values, so I do not think that increasing the number of childcare facilities means the 
birth rate will increase. Also, as the number of people from 20 to 40 years old, who would have 
children, is expected to keep decreasing, unfortunately the number of children will not increase 
even if the birth rate temporarily increases.

While the population is decreasing in this way, the Japanese government wants to 
increase the birth rate, to have women involved in the workplace due to the labor shortage, and 
also to have women take care of the elderly at home. However, I do not think it is possible to 
achieve all three of these. In contrast, in Taiwan, Hong Kong and Singapore, people hire foreign 
housekeepers, which enables women to work outside.

The word “immigrant” has a negative impression in Japan. The most typical concern 
about an increase in immigrants is an increase in crime. Some fear that their future jobs 
will be taken by immigrants. In particular, some worry that a large number of immigrants 
from China will have a negative impact on Japanese politics and foreign relations. Also, 
some say that Japanese society would be disrupted by foreigners coming in, as Japan is often 
mistakenly discussed as a mono-ethnic country. Meanwhile, some say that Japan should aim 
to be a wealthy country with a small population, and pursue emotional abundance rather than 
developing the economy.

I have arguments against all of these concerns. Jobs will not be taken by immigrants 
even if Japan accepts more foreigners. In fields where university graduates work, Japan is 
already accepting foreigners. There are no restrictions on accepting white collar workers in 
Japan, so it is already very open. On the other hand, it is hard to get foreign blue collar workers 
in Japan, although companies seriously need workers. Who will take care of elderly people in 
Japan if we cannot get foreigners to work in that field? Foreigners are already working in some 
places, such as convenience stores, but I argue that we need them for all industries, including 
agricultural, forestry and fishing industries. With the number of young people decreasing, we 
need to seriously consider how to maintain these industries in the future.

Chinese people make up the largest population of foreigners living in Japan. If there 
are concerns about an excessive increase of Chinese people coming to Japan, Japan can create 
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policies encouraging immigration from Japan-friendly countries in Southeast Asia, for example.
Some people are concerned that Japanese traditional culture will be destroyed if a 

lot of foreigners come to Japan. However, will our traditions and culture be maintained if left 
alone? Many of them are not sustainable anyway due to depopulation. The Namahage festival 
held in Akita Prefecture involves wearing heavy attire and walking in the snow in the middle 
of winter, so it is very hard for the elderly, causing participation to decrease by 40%. However, 
there are also stories that some Namahage festivals in other areas have become active due 
to international students from Akita International University, as they play the role of the 
Namahage. If we rely on Japanese people only, these events will disappear. Giving such roles to 
foreigners in local traditions will help sustain the culture for the future.

In reality, crimes committed by foreigners have decreased by one-third compared to 
when they were at their highest in 2005. The number of foreigners living in Japan and foreign 
tourists in Japan has increased, while number of crimes has decreased. This shows that crimes 
by foreigners are being successfully controlled. 

The United Nations defines an “immigrant” as a person living in a country outside 
their home country for a period of over 12 months. Immigrants are people that the country 
needs, selects, and accepts by some standard.

For countries, immigrants are a necessary human resource which they accordingly 
select, accept and take in. I would like to reiterate that it is necessary for Japan to create 
comprehensive immigration policies to deal with depopulation.

There are already a lot of foreigners living in Japan who consider Japan as their 
home country. Foreigners who have lived in Japan for a long time start to become “Japanese”. 
Many people want to contribute to Japan and to be accepted by the Japanese community. 
They also want Japanese people to understand their culture and their home country. It is very 
important to create a win-win relationship between these foreigners and Japanese people.

At a housing complex called Icho Danchi in Yokohama City, the residents are mainly 
elderly, due to the gradual decline in the youth population. Foreigners have started living in 
this complex, and make up about 30% of the current residents. A group, mainly led by students, 
started an NPO called the Multicultural Community Workshop to teach the Japanese language 
to foreign children. The children who were taught Japanese then formed a team and started 
disaster prevention activities in the complex to be a help in the community. In this case, these 
young foreigners protecting communities with aging populations won the Japan Foundation 
Prize for Global Citizenship. I believe similar cases will happen in the near future in some way 
or another. The Japanese government announced their report on multicultural coexistence over 
10 years ago, for foreigners and Japanese people to live together in the same community. Based 
on this report, 40% of municipalities have made multicultural coexistence promotion plans. A 
foundation has thus been created to a certain degree for full-scale foreign immigration.

For multicultural coexistence, we need to consider how to accept foreigners 
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assuming they will live here permanently. It is necessary to consider acceptance of blue collar 
workers, as the number of Japanese young people is on the decline. There is no comprehensive 
government policy at the moment. Also, if a policy for accepting blue collar workers is created, 
it will be necessary to consider not only fair wages, but also many different aspects of their 
lives.

In 2016, there was an increase of 150,000 foreigners living in Japan. In June of 
last year, the number of foreign residents increased in all prefectures. One of the factors 
contributing to this increase is the Technical Intern Training Program, or TITP (Technical 
Internship Program). The number of foreigners who come under TITP, which aims at 
international cooperation and technical transfer from Japan to developing countries, continues 
to grow. Though they come here for this purpose, there has been a remarkable increase in the 
number of people who left to search for better jobs. International cooperation is the program’s 
supposed purpose, but in reality this program employs cheap foreign labor in fields lacking 
workers to support Japanese companies. The number of people who want to remain in Japan 
is increasing. Foreigners will increase as long as there is a labor shortage. Without a proper 
program, foreigners will come to Japan through improper means.

Recently, the number of international students is increasing. However, for many 
their purpose is not studying but working. They first enroll in a Japanese language school and 
come with a student visa, and then they work without attending school. It is illegal to work 
over 28 hours a week, so some get multiple jobs to work more. In one unusual case, an economic 
organization in Kyushu suggested to the government to allow international students to work 
36 hours a week. I believe it is much better to formally accept them as workers.

Some say that foreigners will come to Japan for the social security benefits. 
However, these services are only received by a certain number of people with permanent 
residency, and would not be given to new arrivals, so this idea is not based on reality. 

I once wrote a book titled Tabunka Pawaa Shakai (Multicultural Power Society). 
It argues that foreigners should form a win-win relationship with the Japanese people, which 
would lead to energizing Japanese society as a whole, and should not simply be used for labor. 
Since the number of young people is decreasing, it is necessary to have people with different 
abilities, experiences, perspectives and values, and let them influence society.

International exchange involves “land” people and “wind” people. “Land” people are 
those who are bound to a region. A society in which only these people exist is extremely stable, 
but vitality tends to gradually decrease. “Wind” people are those who come in from outside. 
They create various types of friction, conflict and opposition when they come in, but unknown 
energy, new knowledge and wisdom of coexistence will be created from this. Combining land 
and wind generates vitality for society. The Japanese word for natural features of a region is 
fudo （風土） which consists of the Chinese character fu （風）, which means wind, and the character 
do （土）, which means land. This expresses the idea that both land and wind are necessary. Foreigners 
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coming to Japan can not only solve labor shortage issues, but also prevent economic and 
vitality degeneration.

Pessimistic views such as a feeling of entrapment or a sense of despair are growing 
in Japanese society. As many people are concerned about the future due to the population 
decreasing, I believe it is important to open up the country. The hungry spirit and desire for 
improvement that many foreigners have will encourage the Japanese people. As new people 
come, new industries will be created.

Those who have experience interacting with foreigners on a regular basis tend 
to have a positive perception of foreigners. In contrast, many Japanese who have no actual 
experience with foreigners maintain negative images towards foreigners, which means 
they tend to dislike the idea of foreigners entering the country. Therefore, I believe that an 
increase in opportunities to interact with foreigners will eliminate the overall negative view of 
foreigners.

Lastly, I want young people to gain knowledge and have a proper sense of the crisis 
we are facing with the decrease in population. We need to discover the unknown attractiveness 
of Japan and market it to the world to attract capable young people to come to Japan. I also 
want you to interact with foreigners living in Japan, and to start having discussions about 
immigration policies.

＜ Q&A ＞
Person A: If Japan brings in blue collar workers from developing nations, what do you think 

will happen to the nations sending these people over? Specific immigration policies are 
necessary in Japan, but I feel it is also necessary to consider immigration policies such as in 
the United Nations. Isn’t it necessary to discuss impacts on both countries?

Toshihiro Menju: What you say will be an important topic to consider in the future. The ideal 
situation would be municipalities in Japan and Asia working together. The ideal would be 
to construct an equal and balanced relationship with mutual understanding. We should not 
treat them as just for cheap labor. For example, they should come to Japan knowing about 
their employers. Also, young Japanese should visit developing countries to learn about them.

Person B: In the past, foreigners have come to Japan and passed on knowledge about 
technologies, so I feel it is possible that foreigners will be accepted today as well. How can we 
create an environment where foreigners are welcomed?

Menju: Looking throughout history, the Kyoto and Nara cultures were actually created by 
foreigners, and the idea that Japan is a mono-ethnic nation is actually a misunderstanding. 
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Japanese have been very welcoming to foreign cultures.
In the case of Europe, immigration issues involve the complicated issue of Christians versus 
Muslims. Significant problems occur in dealing with a lot of people from different religions 
coming to countries where religion and society are closely connected. For example, they have 
religion classes in Germany from elementary school, which generally teach Christianity. 
Therefore, there are problems such as what Muslim children should do during these classes. 
Japan does not hold a strong religious preference, but that doesn’t mean that there is no bias 
against foreigners. However, I am confident that we can overcome this.

Person C: I came to Japan from Nepal 20 years ago. At the time, I was called “foreigner”, which 
made me sad, but young people today are very kind to foreigners. Nevertheless, jobs in Japan 
are very limited for foreigners. Also, I wonder what is needed for education for children who 
come to Japan from foreign countries. Parents want to provide them with a great Japanese 
education, but the children struggle because they cannot read Japanese. What do you think 
about these two issues?

Menju: The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) has 
allotted additional educational help and started separate classrooms to teach Japanese to 
children from other countries. In addition, there is a movement for new legislation by Diet 
members to supplement Japanese language education for children of foreigners. However, 
it is true that these governmental efforts are very behind. As to workplaces, companies that 
used to demand that foreign workers follow Japanese customs are gradually changing. Now 
some companies introduce foreign workers who can contribute to a company, regardless of 
their Japanese language skills. If the Japanese government creates an immigration policy, 
it will open a gate for creating a proper framework to accept foreigners in various areas. I 
am optimistic that a political decision will be made in the near future and a system to accept 
immigrants will gradually be constructed.
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